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１ 任命権者の報告の概要 

（１）職員の任免及び職員数に関する状況 

イ 職員数の状況             各年４月１日現在(人)                 (人) 

区  分 平成 30 年度 令和元年度 増 減 
（参考） 

平成 11 年度
令和元年度－平成11年度

町長部局 139 142 3  177 △35 

 事務 87 87 -  117 △30 

 水道企業 4 4 -  6 △2 

 病院 48 51 3  54 △3 

議会事務局 2 2 -  2 - 

選挙管理委員会事務局 （14） （14） -  （15） （△1）

監査委員事務局 （2） （2） -  （2） （-）

農業委員会事務局 （4） （4） -  4 △4 

教育委員会 21 21 -  37 △16 

合  計 162 165 3  220 △55 

  （注）１ 教育長を除きます。 

２ （ ）内は兼務の職員の数であり、合計及び増減に含みません。 

ロ 採用者数の状況                      (人) 

区  分 平成30年度 令和元年度 増 減 

全部局 9 11 2 

  (注) 再任用職員を除きます。 

ハ 退職者数の状況                      (人) 

区  分 平成 30年度 令和元年度 増 減 

全部局 8 8 - 

(注) 再任用職員を除きます。 

ニ 再任用者数の状況 

職種区分 
平成 30 年度 令和元年度 

増減 
フルタイム 短時間 小計 フルタイム 短時間 小計 

行政 1 0 1 1 0 1 - 

保育士 2 0 2 1 0 1 △1 

看護師 1 0 1 1 0 1 - 

合 計 4 0 4 3 0 3 △1 

ホ 職員の競争試験及び選考の状況 

職員の任用は、地方公務員法第 15 条の規定により、受験成績、勤務成績その他の能力の実証に基づいて行うも

のとされています。この成績主義の原則に基づき、職員の採用は平等公開の競争試験又は選考により行われてい

ます。また、職員の昇任は、すべて選考によるものとしています。 

（イ）職員の競争試験の実施状況（令和元年度中） 

試験区分 申込者数 受験者数 最終合格者数 

一 般 行 政 8 人 7 人 4 人

保 健 師 3 人 2 人 1 人

看 護 師 0 人 0 人 0 人

  （注） 試験は 9 月に 1回実施しており、1 次試験及び 2 次試験を実施しています。 

（ロ）選考の状況（令和元年度中） 

区  分 令和元年度

看護師 1 人
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（２）職員の人事評価の状況

イ 町長部局等（議会事務局及び教育委員会事務局を含む。）

（イ）評価する事項

ａ 能力評価

当該職位に求められる職務遂行能力等について、評価項目ごとに定める着眼点に基づき、職務遂行の過程にお

いて発揮された職員の能力を客観的に評価します。

  ｂ 業績評価

被評価者が自らの担当する職務についてあらかじめ設定した業務目標の達成度その他設定目標以外の取組によ

り、その業務上の業績を客観的に評価します。

（ロ）評価期間

毎年 4 月 1 日から翌年 3 月 31 日まで 

（ハ）人事評価の手続

ａ 面談

   被評価者と評価者の間で評価期間内に 2 回実施しています。 

ｂ 評価

   被評価者が自己申告を行い、それを受けて評価者が評価を行います。なお、評価は評価基準に従い、5 段階絶

対評価により行います。

ｃ 評価結果の開示

   評価者は、評価を行った後に被評価者に評価結果を開示します。

ｄ 苦情等への対応

 人事評価の結果等に関する職員の苦情等に対応するため、苦情相談及び苦情処理の手続を設けています。

 ロ 施行日

  平成 28 年 4 月 1 日 
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（３）職員の給与の状況

イ 人件費の決算額の状況（令和元年度） 

普通会計決算 

歳出額(A) 実質収支 人件費(B) 人件費率 

(B/A) 

前年度の 

人件費率 

千円 千円 千円 ％ ％

5,716,179 161,531 918,721 16.1 15.5 

    （注）１ 人件費には、特別職に支給される給料・報酬等を含みます。 

 ロ 職員給与費の状況（令和 2 年度当初予算） 

普通会計予算 

職員数 給与費 職員 1 人当たりの

給   与   費給 料 職員手当 期末・勤勉手当 計 

人 千円 千円 千円 千円 千円

105 389,635 52,858 157,317 599,810 5,712 

 （注） １ 職員手当には、退職手当は含みません。 

     ２ 給与費は、当初予算に計上された額です。 

 ハ 職員平均給料・平均給与の月額及び平均年齢（平成 31 年 4 月 1 日現在） 

区分 
一般行政職 技能労務職 

平均給料月額 平均給与月額 平均年齢 平均給料月額 平均給与月額 平均年齢 

真室川町 313,900 円 363,900 円 41歳  2月 337,600 円 356,900 円 51 歳  0 月

山 形 県 339,200 円 420,300 円 44歳  0月 337,600 円 379,900 円 50 歳  7 月

国 329,433 円 411,123 円 43歳  4月 287,312 円 329,380 円 50 歳  9 月

    （注） 平均給与月額は、平成 30 年 4 月の給料月額に職員手当（扶養手当、住居手当、通勤手当、時間外勤

務手当）の月額を加えたものです。 

 ニ 職員の経験年数別・学歴別平均給料の月額（平成 31 年 4 月 1 日現在）   

区分 学歴 
経験年数 

10 年～15 年 

経験年数 

15 年～20 年 

経験年数 

20 年～25 年 

一般行政職 

大学卒 260,700 円 338,400 円 368,100 円

短大卒 － 円 － 円 343,100 円

高校卒 257,100 円 － 円 336,400 円

技能労務職 
高校卒 － 円 － 円 290,900 円

中学卒 － 円 － 円 － 円

    （注） 経験年数とは、卒業後直ちに採用されて引き続き勤務している場合は、採用後の年数をいいます。 

ホ 一般行政職の級別職員数（平成 31 年 4 月 1 日現在） 

区分 標準的な職務内容 職員数 構成比 
1年前の構成比

標準的な職務内容

（5年前） 
5 年前の構成比

1 級 主事補・主事・技師 11 人 13.9 ％ 11.6 ％
主事補・技師補・

主事
13.3 ％

2 級 主事・技師 15 人 19.0 ％ 19.2 ％ 主事 9.3 ％

3 級 主任・主任技師 4 人 5.1 ％ 5.1 ％ 主任・主任技師 14.7 ％

4 級 主査 25 人 31.6 ％ 30.8 ％ 主査 29.3 ％

5 級 課長補佐 14 人 17.7 ％ 19.2 ％ 課長補佐 18.7 ％

6 級 課長 10 人 12.7 ％ 14.1 ％ 課長 14.7 ％

計  79 人 100.0 ％ 100.0 ％ 100.0 ％

    （注）１ 級区分は、真室川町の給与条例によるものです。 

       ２ 標準的な職務内容とは、それぞれの級に該当する代表的な職務です。        
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へ 職員の初任給の状況（平成 31 年 4 月 1 日現在）   

区分 
真室川町 県 国 

決定初任給 2 年経過後 決定初任給 決定初任給 

一 般

行政職

大卒上級 185,100 円 198,300 円 183,600 円
総合職 185,200 円

一般職 180,700 円

高卒初級 152,300 円 162,300 円 150,800 円 148,600 円

技 能 高卒 

（技能職）
147,700 円 156,800 円 146,200 円 － 円

労務職

 ト 昇給期間短縮の状況 

区   分 全職種 

令和元

年度 

職員数(A) 161 人

昇給期間を短縮して 

昇給した職員数(B) 41 人

比率(B／A) 25.5 ％

平成 30

年度 

職員数(A) 157 人

昇給期間を短縮して 

昇給した職員数(B) 3 人

比率(B／A) 1.9 ％

（注） 昇給期間を短縮して昇給した職員数には、勤務成績による特別昇給及び初任給決定に伴う昇給期間

の短縮など、すべての昇給期間短縮者が含まれています。 

 チ 時間外勤務手当の状況 

水道企業会計以外の会計 

支給総額（令和元年度決算） 33,062 千円

職員 1 人当たり支給年額（令和元年度決算） 238 千円

支給総額（平成 30 年度決算） 31,844 千円

職員 1 人当たり支給年額（平成 30 年度決算） 243 千円

水道企業会計 

支給総額（令和元年度決算） 822 千円

職員 1 人当たり支給年額（令和元年度決算） 206 千円

支給総額（平成 30 年度決算） 1,245 千円

職員 1 人当たり支給年額（平成 30 年度決算） 311 千円

 リ 期末・勤務手当の支給割合（令和元年度） 

町長部局 

区分 6 月期 12 月期 計 

期末手当 1.3 月分 1.3 月分 2.6 月分 

勤勉手当 0.925 月分 0.975 月分 1.9 月分 

計 2.225 月分 2.275 月分 4.5 月分 

職制上の段階、職務の級等による加算措置   5％～15％ 

    （注） 水道企業、病院及び町長部局以外の部局においても、町長部局と同様の制度となっています。 

 ヌ 地域手当の状況（平成 31 年 4 月 1 日現在） 

支給実績（令和元年度決算） 4,673 千円

支給職員 1 人当たり平均支給年額（令和元年度決算） 1,168,368 円

支給対象地域 支給率 支給対象職員 国の制度（支給率）

 16％ 医師 16％
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ル 扶養手当、住居手当、通勤手当の状況（平成 31 年 4 月１日現在） 

     町長部局 

区分 真室川町 国 

扶養手当 配偶者及び父母等 6,500 円、扶養親族たる子

10,000 円 

扶養親族たる子のうち満 16 歳の年度初めから

満 22 歳の年度末までの子につき 5,000 円加算

配偶者及び父母等 6,500 円、扶養親族たる子

10,000 円 

扶養親族たる子のうち満 16 歳の年度初めから

満 22 歳の年度末までの子につき 5,000 円加算

住居手当 借家       限度額 28,000 円 

単身赴任手当受給職員で配偶者が借家に居住

する場合 

上記の額の 2 分の 1 

借家       限度額 28,000 円 

単身赴任手当受給職員で配偶者（配偶者がいな

い職員でその子）が借家に居住する場合 

上記の額の 2 分の 1 

通勤手当 交通機関利用   限度額 55,000 円 

交通用具利用   限度額 28,300 円 

交通機関利用   限度額 55,000 円 

交通用具利用   限度額 31,600 円 

    （注） 水道企業、病院及び町長部局以外の部局においても、町長部局と同様の制度となっています。 

 ヲ 特殊勤務手当の状況 

 水道企業会計以外の会計 

区     分 全  職  種 

支給実績（令和元年度決算） 29,913 千円

支給職員一人当たり平均支給年額（令和元年度決算） 879,784 円

職員全体に占める手当支給職員の割合（令和元年度） 21.0％

手当の種類（手当数） 3

手当の名称 主な支給対象職員 主な支給対象業務 左記職員に対する支給単価 

医師手当 医師 医師の診療、医療研究

院 長   月 460,000 円 

副院長   月 430,000 円 

診療所長等 月 400,000 円 

出張診療手当 医師 診療所での診療業務 1 回 3,000 円 

夜間看護手当 看護師・准看護師 
看護師等が従事する

深夜看護業務 

深夜 1 回 3,550 円 

準夜 1 回 3,100 円 

     水道企業会計 

制度はありません。 

 ワ 退職手当の状況（令和元年度） 

区  分 真室川町 国 

自己都合 勧奨・定年 自己都合 勧奨・定年 

支
給
率

勤続 20 年 19.6695 月分 24.586875 月分 19.6695 月分 24.586875 月分

勤続 25 年 28.0395 月分 33.27075 月分 28.0395 月分 33.27075 月分

勤続 35 年 39.7575 月分 47.709 月分 39.7575 月分 47.709 月分

最高限度額 47.709 月分 47.709 月分 47.709 月分 47.709 月分

その他の加算措置 
定年前早期退職特例措置 

（2～45％加算） 

定年前早期退職特例措置 

（2～45％加算） 

1 人当たり平均支給額 16,374 千円

（注）１ 国の職員と同様の制度になっています。 

２ １人当たりの平均支給額は、令和元年度に退職した全職員の平均額です。 
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 カ 職員の給与の水準 

    一般行政職のラスパイレス指数の推移 

区 分 平成 26 年度 平成 27 年度 平成 28 年度 平成 29 年度 平成 30 年度 令和元年度 

真室川町 95.6 97.6 98.1 97.9 98.0 98.3

山形県 100.6 100.8 101.0 101.0 100.4 100.1

    （注）１ ラスパイレス指数とは、国家公務員の給与水準を 100 とした場合の地方公務員の給与水準を示す

指数をいいます。 

 ヨ 特別職等の報酬等の状況（令和元年度） 

区  分 給料月額等 

給
料

町長 820,000 円

副町長 620,000 円

教育長 575,000 円

報
酬

議長 316,000 円

副議長 253,000 円

議員 233,000 円

区  分 年間支給割合 加算措置 

期
末
手
当

町長 6 月期

12 月期

計

1.675

1.725

3.40 

月分 

月分 

月分 

40％加算 副町長 

教育長 

議長 6 月期

12 月期

計

1.675

1.725

3.40 

月分 

月分 

月分 

40％加算 副議長 

議員 

区  分 支給割合 

退
職
手
当

町長 給料月額×在職月数×0.567 （任期毎又は通算） 

副町長 給料月額×在職月数×0.331 （任期毎又は通算） 

教育長 給料月額×在職月数×0.236 （任期毎又は通算） 

議長 

なし 副議長 

議員 

（４）職員の勤務時間その他の勤務条件の状況 

 イ 職員の休日 

（イ）国民の祝日に関する法律に規定する休日 

（ロ）1 月 1 日から同月 3 日まで及び 12月 29 日から同月 31 日までの日（（イ）の日を除きます。） 

ロ 職員の勤務時間（平成 31 年 4 月 1 日現在） 

1 週間の勤務時間 開始時刻 終了時刻 休憩時間 

38 時間 45 分 午前 8 時 30 分 午後 5 時 15 分 午後 0 時～午後 1 時 

    （注） 交代制勤務職場及び業務運営の事情により任命権者が別に定める場合を除きます。 
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ハ 職員の休暇制度（平成 31 年 4 月 1 日現在） 

区   分 要     件     及     び     日     数 

年次有給休暇 一の年につき 20 日（未取得日数は 20 日を上限に残日数を翌年に繰越し可） 

病気休暇 結核要療養休暇（健康診断の結果、結核の判定を受け、療養を要する場合）：1 年以内

負傷又は疾病の場合：90 日以内の期間 

高血圧、動脈硬化性心臓病、悪性新生物による疾病及びその他の慢性疾患並びに精神

及び神経に係る疾病の場合：180 日以内の期間 

負傷又は病気により休職を命ぜられた者が復職後、又は、結核要療養休暇及び特別休

暇を与えられた者が休暇後、なお健康上普通勤務が困難な場合：60 日間の期間内にお

いて、1 日の勤務時間のうちの一部の時間  

負傷又は病気により休職を命ぜられた者が復職後、又は、結核要療養休暇及び病気休

暇を与えられた者が休暇後、医師が定期的に通院検診を要すると認める場合：1 年以内

の期間において 1 月につき 1日 

特別休暇 

災害等 

風水震火災その他の非常災害による交通遮断の場合：その事由の発生している期間 

風水震火災その他の天災地変による職員の現住居の滅失又は破壊の場合：15 日（おそ

れの場合は 3 日）以内の期間 

交通機関の事故等の不可抗力の原因による場合：その事由の発生している期間 

負傷・ 

疾病等 

感染症の予防及び感染症の患者に対する医療に関する法律に基づく健康診断、就業制

限又は交通の制限若しくは遮断のため勤務しないことがやむを得ないと認められる場

合：その事由の発生している期間 

妊娠・ 

出産等 

産前休暇：出産予定日から 8週間（多胎妊娠の場合は 14 週間）以内の期間 

産後休暇：出産の日の翌日から 8 週間（産前休暇の残余期間を加えた場合は 10 週間）

以内。 

妊娠中又は出産後 1 年以内の女性職員が、母子保健法に基づく保健指導又は健康診査

を受ける場合：妊娠週に応じて 4 週間・2 週間・1 週間に 1回、産後 1 年までは 1 年に

1 回、それぞれ 4 時間以内 

妊娠中の女性職員の通勤に利用する交通機関の混雑の程度が母体又は胎児の健康保持

に影響があると認められる場合：1 日につき 1 時間以内 

妊娠中の女性職員の業務が母体又は胎児の健康保持に影響があると認められる場合

で、当該職員が適宜休息し、又は捕食することが必要なとき：必要と認められる期間

職員の妻が出産する場合：出産のため入院する日等から出産の日後 2 週間を経過する

日までの期間内において 2 日以内 

生理日の就業が著しく困難な女性職員：必要と認める期間 

育児等 

小学校就学の始期に達するまでの子を養育する職員が、これらの子の養育のため勤務

しないことが相当であると認められる場合：当該期間内において 5 日以内 

職員が生後 1 年に達しない子を育てる場合：1 日 2 回、それぞれ 30 分以内で必要と認

められる期間 

介護等 
日常生活を営むのに支障がある者の介護をする場合：5 日以内（2 人以上の場合は 10

日以内） 

冠 婚 

葬 祭 

忌引休暇：配偶者、子、父母等の親族関係に応じて定める 10 日以内の期間 

例）配偶者・・・10 日、子・・・5 日、父母・・・7 日 

結婚する場合：結婚の日の 5日前から 1 ヶ月を経過する日までの期間につき連続 5 日

父母、配偶者及び子の法要等の場合：1 日以内 

その他 

選挙権その他公民としての権利を行使する場合：必要と認められる期間 

裁判員、証人、鑑定人、参考人等として裁判所その他の官公署等へ出頭する場合：出

頭の日 

職員が骨髄移植のため、登録の申出、骨髄移植のため骨髄液及び末梢血幹細胞の提供

等をする場合で、それに伴う検査等のため勤務しないことがやむを得ないと認められ

るとき：必要と認められる期間 

職員が自発的に、かつ、報酬を得ないで社会に貢献する活動（①相当規模の災害によ

る被災者を支援する活動、②社会福祉施設等における活動、③常態として日常生活を

営むのに支障がある者を支援する活動）を行なう場合：1暦年 5 日以内 

職員が夏季における盆等の諸行事、心身の健康の維持及び増進又は家庭生活の充実の

ため勤務しないことが相当であると認められる場合：7 月から 9 月までの期間内におい

て原則として連続する 3 日以内の期間 

介護休暇 

介護時間 

職員が配偶者、父母、子、配偶者の父母等が負傷、疾病又は老齢により 2 週間以上介

護を必要とする場合。休暇期間中の給与は支給しません。 

介護休暇：連続する 6 月以内の期間 

介護時間：連続する 3 年の期間内で、1 日につき 2 時間以内（取得単位 30 分） 

組合休暇 職員が任命権者の許可を受け登録された職員団体の業務又は活動に従事する場合：1

暦年 15 日以内（ただし、休暇期間中の給与は支給しません。） 
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（５）職員の休業に関する状況 

 イ 休業制度 

（イ）育児休業制度 

地方公務員の育児休業等に関する法律及び真室川町職員の育児休業等に関する条例に基づき、職員は育児の

ため休業することができます。 

ａ 育児休業 

（ａ）職員は、子が 3 歳に達するまでの期間、任命権者の承認を得て、子の養育に専念するため休業するこ

とができます。 

（ｂ）育児休業をしている期間については、給与を支給しません。 

ｂ 部分休業 

（ａ）職員は、子が 3 歳に達するまでの期間、任命権者の承認を得て、子の養育を行うため一日の勤務時間

の始め又は終わりにおいて、1 日を通じて 2 時間を超えない範囲内で勤務しないことができます。 

    （ｂ）職員が部分休業の承認を受けて勤務しない場合は、勤務しない 1 時間につき、勤務 1 時間あたりの給

与を減額します。 

    ｃ 育児短時間勤務 

    （ａ）職員は、子が小学校就学の始期に達するまでの期間、任命権者の承認を受けて、子の養育を行うため、

常時勤務を要する職を占めたまま、短時間勤務をすることができます。 

    （ｂ）育児短時間勤務をしている期間については、勤務時間に応じた給与を支給します。 

（ロ）現状 

   令和元年度中の休業取得者数     （人） 

区  分 男性 女性 

育児休業 0 2

部分休業 0 0

育児短時間勤務 0 0

（６）職員の分限及び懲戒処分の状況 

 イ  分限処分の状況（令和元年度） 

    分限処分とは、勤務実績不良、心身故障又はその職に必要な適格性を欠く場合など一定の事由によってその

職務を十分に果たすことが期待できない場合や、職制若しくは定数の改廃又は予算の減少により廃職又は過員

を生じた場合に、公務能率の維持を目的に職員の身分に変動もたらす処分をいいます。 

分限処分には、免職、休職、降任、降給の４つの処分があります。 

    各部局において、令和元年度の処分は下記のとおりです。

区  分 免職 休職 降任 降給

処分者数 0 0 0 0

   (注) 同一の者が複数回にわたって分限処分に付された場合は、その数を重複して計上しています。 

 ロ  懲戒処分の状況（令和元年度） 

    懲戒処分とは、職員の一定の服務義務違反に対して、秩序を維持するために、任命権者が職員の道義的責任

を追及して科する処分をいいます。 

     懲戒処分には、免職、停職、減給、戒告の 4 つがあります。 

     各部局において、令和元年度の処分は下記のとおりです。 

区  分 免職 停職 減給 戒告

処分者数 0 0 0 0

    (注) 同一の者が複数回にわたって分限処分に付された場合は、その数を重複して計上しています。 
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（７）職員の服務の状況 

 イ 職務専念義務の免除 

   職員には、地方公務員法により、職務に専念する義務が課されています。 

◇地方公務員法 

第 35 条 職員は、法律その他条例に特別の定がある場合を除く外、その勤務時間及び職務上の注意力の

すべてをその職責遂行のために用い、当該地方公共団体がなすべき責を有する職務にのみ従事しなけれ

ばならない。 

   「法律その他条例に特別の定がある場合」として、職務専念義務が免除される場合には、次のような場合があ

ります。 

a 研修を受ける場合 

b 職員が選挙権その他の公民としての権利を行使する場合 

c 町の特別職としての職を兼ね、その職に関する事務を行う場合 

d 職務に関連ある国家公務員又は他の地方公共団体の公務員としての職を兼ね、その職に関する事務を行う

場合 

e 他の自治体や学校から委嘱を受け、講演又は講義を行う場合 

f 国や他の自治体が主催する職務上の教養を目的とする講習会、講演会に参加する場合 

g 職員が任命権者から不利益処分を受けた場合において、公平委員会に対し不服申立て等をする場合 

 ロ 営利企業従事の許可 

   職員は、地方公務員法により、営利企業の役員等の就任及び報酬を得て事業に従事することについては許可を

要し、原則として禁止されています。 

◇地方公務員法 

第 38 条 職員は、任命権者の許可を受けなければ、営利を目的とする私企業を営むことを目的とする会

社その他の団体の役員その他人事委員会規則（人事委員会規則を置かない地方公共団体においては、地

方公共団体の規則）で定める地位を兼ね、若しくは自ら営利を目的とする私企業を営み、又は報酬を得

ていかなる事業若しくは事務にも従事してはならない。 

（イ）許可の基準 

次の全てを満たす場合は、職員の営利企業従事を許可することができます。 

ａ 職務の遂行に支障を及ぼすおそれがないこと。 

ｂ 職員が勤務する機関又は職員が占めている職と、兼ねようとする地位又は従事しようとする事業若し

くは事務との間に特別な利害関係や利害関係が発生するおそれがないこと。 

ｃ 当該営利企業への従事が地方公務員法の精神に反しないと認められること。 

（ロ）現状 

営利企業従事が許可される場合の代表的な例として以下のものがあります。 

a 職員が家業・自営（農業、商業等）に従事する場合（（イ）の許可基準を満たす場合に限る。） 

b 町立病院の医師が施設・団体等の産業医の業務に従事する場合 

c 職員が国勢調査指導員として、報酬を受けて従事する場合 

（８）職員の退職管理の状況 

イ 退職管理制度の概要 

  （イ）再就職者による依頼等（働きかけ）の規制 

    地方公務員法第 38 条の 2 により、離職して営利企業等に再就職した職員は、離職前 5 年間に在職した執行機

関の組織等の職員に対して、当該営利企業等又はその子法人と県との間の契約等事務であって離職前 5 年間の

職務に属するものに関し、離職後 2 年間、職務上の行為をするように、又はしないように要求し、又は依頼す

ること（働きかけ）が禁止されています。 

    ただし、以下のような場合等は、働きかけの規制の適用から除外されます。 
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   a 行政庁からの指定、登録、委託等を受けて行う試験、検査、検定等を遂行するために必要な場合 

   b 法令、町等との契約、行政処分に基づく権利の行使又は義務の履行の場合 

   c 法令に基づく申請・届出を行う場合 

   d 一般競争入札等による契約を締結するために必要な場合 

    また、在職中に就いていたポストや職務内容により、規制される働きかけの対象範囲や規制される期間は異

なります。 

  （ロ）再就職情報の届出 

    真室川町職員の退職管理に関する条例により、管理又は監督の地位にある職員の職として規則で定めるもの

に就いている職員であった者は、離職後 2 年間に再就職した場合には、下記の場合を除き、再就職情報を任命

権者への届出を義務づけています。 

    a 国家公務員又は地方公務員になるため退職し、引き続き国家公務員又は地方公務員となった場合 

b 退職後、引き続いて再任用された場合 

c 営利企業以外の法人その他の団体の地位に就いた場合であって、報酬額が所得税法第 28 条第 3 項第 1 号

括弧書に規定する給与所得控除額に相当する金額と同法第86条第2項に規定する基礎控除の額に相当する

金額の合計額（103 万円）以下の場合 

d 町の一般職又は特別職に属する職に就いた場合 

  （ハ）届出状況（令和 2年 4 月 30 日現在）     （単位：人） 

退職年度 
条例に基づく 

届出をした者の人数

再就職先 

外郭団体 民間企業

平成 29 年度 0 － － 

平成 30 年度 1 － 1

令和元年度 0 － －

（９）職員の研修の状況 

 イ 研修の状況（令和元年度） 

（イ）全部局共通 

ａ 研修体系 

自己啓発 

 ・職員自らが主体的に意欲を持って学ぶ。 

 ・職員育成の基礎を形成する。 

職場研修 

 ・職場において、日常の職務の遂行を通じて学ぶ。 

・職務の遂行に必要な能力全般を習得する。 

職場外研修 

 ・職員研修所等の研修実施機関が主催する研修に参加して学ぶ。 

 ・全職員に共通して必要となる能力を体系的に習得する。 

 ・専門的かつ実務的な知識や技能を修得する。 

派遣研修 

 ・他の地方公共団体等へ派遣されて学ぶ。 

 ・幅広い行政能力、専門的知識等を習得する。 

職
員
研
修
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ｂ 職場外研修の体系（主なもの） 

研 修 名 研  修  目  的 実施機関 

新規採用職員研修 

（前期・後期） 

・職員として必要な基本的な意識と知識を習得する。 

・社会人として必要な基本的な能力を身につける。 

最上広域市町

村圏事務組合 

課長級職員研修 ・行政目標に沿った指揮命令に必要な能力を身につける。 
山形県市町村

職員研修所 

課長補佐級職員研修 
・管理者として行政需要に的確に対応できる見識と実践的な管理能力を

身につける。 

係長級職員研修 
・仕事の管理と部下の監督に必要な能力を身につける。 

・政策形成の実践能力を身につける。 

上級職員研修 
・上級職員として職務執行上必要な知識を習得するとともに、行政に的

確に対応できる能力の基礎を養成する。 

政策形成能力向上研修 
・複雑、多様化する行政課題に適切に対応していくための政策形成能力

の向上を図る。 

政策実現のための法令活用

研修 

・現場の実情や住民ニーズに応じて、政策実現のための課題解決力・政

策アイディア力を身につける。 

接遇研修 ・市町村職員としての基本的な接遇能力を身につける。 

住民満足度向上研修 ・住民視点に立った応対能力、課題解決能力を身につける。 

交渉・説得・調整技術研修
・相互に利益のある合意を導くため、実践的な交渉・説得・調整技術能

力を身につける。 

コミュニケーション実践研

修 

・コミュニケーション技法を学び、仕事を円滑に進めていくための能力

を身につけ、組織力の向上を図る。 

協働による地域づくり研修 ・住民と共に地域づくりを実現する能力を養成する。 

モチベーションアップ研修

・事象を前向きに捉える考え方や「自分との対話」の仕方を学ぶことに

より、自分のやる気を引き出し、自らの能力や可能性を見出すことで、

意欲的な行動を実行する習慣を身に付ける。 

人事評価に係る評価者研修
・制度の概要等を確認し、業績目標設定の留意点や面談・面談のあり方。

評価するにあたって注意すべき基本的事項を学ぶ。 

ハードクレーム対応研修 ・ハードクレームについて、行政に求められる対応力を身につける。 

クレーム対応研修 
・クレームに対する基本的な対応方法を習得し、住民とのより良い関係

を築くための能力を身につける。 

危機管理広報(メディア対

応)研修 

・危機管理広報(メディア対応)の基本知識を習得し、事件・事故が発生

した際の実務的な力を身に付ける。 

人口減少を前提としたこれ

からの自治体経営 

・自治体経営を左右する人口減少問題について理解し、人口が減少して

も住民が満足して暮らせるまちづくりをめざし、どのように自治体を

経営していくかを学ぶ。 

法制執務担当職員研修 
・法制執務に関する専門知識を習得し、実務に応用できる能力を養成す

る。 

住民基本台帳担当職員研修 ・住民基本台帳法に関する知識を習得し、職務執行能力を養成する。 

税務担当職員研修 
・税務に関する知識、技能を習得し、適切な指導をする能力を身につけ 

 る。 

財務担当職員研修 
・財務に関する必要な知識を習得し、実務上の問題を実践することによ

り、必要な能力を身につける。 

地方公会計研修 
・地方公営企業の会計処理に関する基礎知識を習得し、適切な処理能力

を身につける。 

職員研修担当職員研修 
・研修担当者としての役割、職員研修の意義を学ぶとともに、演習を通

じてより効果的な研修の実施につなげるための企画力を身につける。

マイナンバー事務取扱者研

修 

・マイナンバー制度について、基礎的な知識を習得するとともに、実務

における個人情報の管理方法や想定される問題点等について対処法を

学ぶ。 



- 12 -

ｃ 職場外研修の内容と実績（主なもの） 

 (a) 基本研修 

研修名 研 修 の 目 的 対象者 研 修 内 容 
実 績

受講数

新規採用

職員研修

職員として必要な基本的

な意識と知識を習得する

とともに、社会人として必

要な基本的な能力を身に

つける。 

新規採用職員 

・接遇 

・公務員倫理 

・公務員と税金 

・コミュニケーション 

・救急講習 

・施設視察 

10 

課長級職

員研修 

課長級職員の責務と役割

を理解し、組織目標達成に

向けたマネジメント能力

を身につけるとともに、県

内市町村が抱える行政課

題・メンタルヘルス・危機

管理について学ぶ。 

課長級職員 

・求められるマネジメント 

・メンタルヘルス 

・危機管理における役割 

2 

課長補佐

級職員研

修 

課長補佐級職員の責務と

役割を理解し、マネジメン

トなどの基本スキルと職

員の指導・育成能力を身に

つけるとともに、メンタル

ヘルスについて学ぶ。 

課長補佐級職員 

・求められるマネジメント 

・メンタルヘルス 

1 

係長級職

員（Ⅱ部）

研修 

課長補佐級と係長級の間

の階層の職員に求められ

るリーダーシップを学ぶ

とともに、業務遂行上求め

られる、お互いの合意を生

み出し対立を解消する折

衝・交渉能力と多様化する

行政課題に対応するため

の政策形成能力を身につ

ける。 

係長級５年以上

の職員 

・ファシリテーションによるリーダ

ーシップ 

・折衝・交渉力 

・政策形成 

5 

係長級職

員（Ⅰ部）

研修 

係長級職員の責務と役割

を理解し、業務の管理と改

善スキル、部下の育成能力

を身につけるとともに、メ

ンタルヘルス、業務上のリ

スクに対するマネジメン

トを学ぶ。 

係長級昇任者 

・求められるマネジメント 

・メンタルヘルス 

・リスクマネジメント 

3 

上級職員

研修 

中堅職員に求められる、

様々な行政課題に的確に

対応するための問題解決

手法を身につけるととも

に、ストレスコントロー

ル、職場におけるコミュニ

ケーションについて学ぶ。

主事（主任）級職

員 

・問題解決 

・ストレスコントロール 

・職場コミュニケーション 

3 
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(b) 専門研修 

研修名 研 修 の 目 的 対象者 研 修 内 容 

実績 

受講

数 

政 策 形 成

能 力 向 上

研修 

行政課題を把握・整理し、

その課題について論理的に

解決策を導く手法を学ぶこ

とにより、複雑・多様化す

る行政課題に的確に対応し

ていく能力を身につける。

中堅職員以上

で、政策形成能

力の向上に意

欲のある職員 

・地域課題解決と政策形成 

・問題解決の考え方・進め方、スキル

・政策立案の考え方・プロセス・活用

手法 

・政策形成に活かすマーケティング 

・政策実施・政策評価のマネジメント

1 

政 策 実 現

の た め の

法 令 活 用

研修 

現場の実情や住民ニーズに

応じて法令・条例を柔軟に

活用する手法を学ぶことに

より、政策実現のための課

題解決力・政策アイディア

力の向上を図る。 

係長級及び課

長補佐級職員 

・政策法務が求められる背景 

・現場における問題発見、アイディア

力 

・柔軟な発想による政策法務 

・先進事例研究 

・政策を実現するための法手法 

・政策を実現するための条例づくり 

1 

接遇研修 

話し方・聴き方の基本や電

話応対、訪問・来客時のマ

ナーを学ぶことにより、市

町村職員として必要な接遇

能力を身につける。 

接遇能力の向

上を求める職

員 

・組織におけるマナーの重要性 

・対住民・職場内の人間関係を円滑に

する基本５原則 

・敬語・職場用語の確認 

・電話応対実習 

・訪問・来客ロールプレイング 

5 

住 民 満 足

度 向 上 研

修 

ＣＳの考え方やＣＳ向上を

図るための手法を学ぶこと

により、住民視点に立った

応対能力、課題解決能力を

身につける。 

住民満足（Ｃ

Ｓ）の向上に意

欲のある職員 

・ＣＳの基本的な考え方 

・職員のＣＳマインド醸成 

・グループ演習（職場におけるＣＳ向

上の課題） 

・ＣＳ経営の３つの柱 

・ＣＳ取組事例の紹介 

・グループ演習（職員満足向上） 

・体制づくりのポイント 

1 

交 渉 ・ 説

得・調整技

術研修 

目的達成のために行われる

様々な交渉折衝について、

相互に利益のある合意を導

くために必要なノウハウや

スキルを学ぶことにより、

実践的な交渉・説得・調整

技術能力を身につける。 

交渉・説得・調

整技術の向上

に意欲のある

職員 

・交渉・説得・調整技術 

・コミュニケーション 

・基本スキル１ －傾聴力̶  

・基本スキル２ －説得力̶  

・実践スキル（調整） 

・集団内の調整 

1 

コ ミ ュ ニ

ケ ー シ ョ

ン研修 

自己分析で自己の特性を知

り、アサーティブコミュニ

ケーション等、職場におけ

る相互理解の促進や仕事を

円滑に進めていくためのコ

ミュニケーション能力を身

に付け、組織力の向上を図

る。 

中堅職員以上

で、コミュニケ

ーション能力

の向上を求め

る職員 

・職場におけるコミュニケーションの

重要性 

・自己のコミュニケーション傾向分析

と課題の抽出 

・職場におけるコミュニケーションの

阻害要因と解決法 

・積極的傾聴と共感力 

1 

モ チ ベ ー

シ ョ ン ア

ップ研修 

事象を前向きに捉える考え

方や「自分との対話」の仕

方を学ぶことにより、自分

のやる気を引き出し、自ら

の能力や可能性を見出すこ

とで、意欲的な行動を実行

する習慣を身につける。 

中堅職以上 

・自分の振り返り 

・目標設定による自分への動機付け 

・視点を変える、言葉の力を知る 

・自分の強みを知る 

・悩みや課題の解決法を考える 

・思考パターンを変える 

1 

協 働 に よ

る 地 域 づ

くり研修 

幅広い分野での地域づくり

において住民との協働が求

められる中、住民自治の本

質を踏まえた住民と行政の

協働のあり方について学

び、住民とともに地域づく

りを行うための基本姿勢を

身につける。 

住民参加型の

地域づくりに

関する知識を

必要とする職

員 

・なぜ今、住民協働なのか 

・地域自治・住民協働の課題 

・住民協働の意味と実践 

・地域自治・住民協働による自治体経

営に向けて 
1 
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人 事 評 価

に 係 る 評

価者研修 

地方公務員法等の改正に伴

い、各市町村等において実

施される人事評価制度が円

滑に進められるよう、評価

を行う職員を対象に、制度

の概要、目的及び効果につ

いて改めて確認するととも

に、各市町村等に共通する

業績目標設定の留意点や期

首面談・期末面談のあり方、

能力評価・業績評価にあた

って注意すべき基本的事項

を学ぶ。 

人事評価を行

う課長及び同

相当職の職員 

・人事評価の目的 

・業績目標の設定 

・期首面談 

・評価 

・期末面談 

6 

ハ ー ド ク

レ ー ム 対

応研修 

不当要求等のハードクレー

ムについて、初期対応から

その解決までの技法を学ぶ

ことにより、行政に求めら

れる対応力を身につける。

ハードクレー

ム対応が求め

られる職員 

・クレーム対応の基礎知識 

・ハードクレーム対応の考え方、対応

技法 

・危機管理体制の強化 

・対応能力の向上 

1 

ク レ ー ム

対応研修 

クレームに対する基本的な

対応方法のプロセスを学ぶ

ことにより、住民とのより

良い関係を築くための能力

を身につける。 

クレーム対応

が求められる

職員 

・事実の明確化、顧客の要求確認、処

理方針の確定、処理交渉、・アフター

フォロー 

・悪質クレーマーへの対応 

・ケーススタディ 

・クレーム対応ロールプレイ 

1 

危 機 管 理

広報研修 

危機管理広報(メディア対

応)の基本を実践的に学ぶ

ことにより、事件・事故が

発生した際の危機管理にお

いて、クライシス・マネジ

メントとともに重要な要素

となるクライシス・コミュ

ニケーションについて、そ

の能力向上を目指す。 

危機管理広報

に関わる係長

以上の職員 

・リスクマネジメントとしての報道対

応 

・コンプライアンス 

・リスクマネジメントとしてのコミュ

ニケーション 

・ポジションペーパーの作成 

・想定問答集の作成 

・実習(茂木緊急記者会見) 

2 

人 口 減 少

を 前 提 と

し た こ れ

か ら の 自

治体経営 

自治体経営を左右する人口

減少問題について理解し、

人口減少しても住民が満足

して暮らせるまちづくりを

めざし、どのように自治体

を経営していくかを学ぶ。

自治体経営の

知識を必要と

する職員 

・人口減少を前提とした自治体経営 

・自治体資産の管理運営と PPP 手法 

・シェアリングエコノミーの取組 

・RPA の活用による業務時間の削減 

・人口減が地方を強くする 

1 

法 制 執 務

担 当 職 員

研修Ⅰ 

（ 初 任 者

コース） 

条例の作成・改廃などの法

制執務に関する基本を学ぶ

ことにより、自治体法務の

基礎能力を身につける。 

法制執務初任

者 

・法令の意義 

・国・地方公共団体の法令 

・条例、規則の作成要領 

・告示、公告、訓令の作成要領 

・法制執務演習 

3 

法 制 執 務

担 当 職 員

研修Ⅱ 

（ 実 践 コ

ース） 

条例の立案過程、構成、審

査に関する専門知識を体系

的に学ぶことにより、自治

体法務の実務に応用できる

実践能力を身につける。 

法制執務の基

礎知識を有し、

実践能力を必

要とする職員 

・総論、法の種類、自治立法権 

・法秩序維持の原理、法令の形式と構

成、法令文の表現 

・法令等の制定改廃の形式、一部改正

・一部改正条例、新規制定条例の立案

2 

住 民 基 本

台 帳 担 当

職員研修 

住民基本台帳法に関する知

識を学ぶとともに実務上の

問題を研究することで、業

務を的確に処理できる能力

を身につける。 

住民基本台帳

事務担当職員 

・住民基本台帳法 

・事例研究 

2 

税務（固定

資産課税）

担 当 職 員

研修 

固定資産税課税事務に関す

る知識を学ぶとともに、実

務上の問題を研究すること

で、業務を的確に処理でき

る能力を身につける。 

税務担当職員 

・地方税法総則(固定資産) 

・固定資産(償却資産) 

・固定資産(土地・家屋) 

・事例研究 

・業務課題意見交換 

1 
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財 務 担 当

職員研修 

財務事務に関する知識を学

ぶとともに実務上の問題を

研究することで、業務を的

確に処理できる能力を身に

つける。 

財務担当職員 

・地方財政運営と諸問題 

・地方財政法、地方交付税制度 

・地方債制度及び公債管理 

・地方公営企業法 

・契約、財産管理運営 

・予算、支出、収入・決算 

2 

地 方 公 会

計研修 

地方公会計の基礎的な知識

(簿記、財務諸表)を実務的

に学ぶことにより、「統一

的な基準による地方公会計

マニュアル」による財務書

類等の作成業務を円滑に処

理できる能力を身につけ

る。 

「統一的な基

準による地方

公会計マニュ

アル」による財

務書類等の作

成に関わる職

員 

・新地方公会計制度の概要 

・財務書類作成の基礎 

・財務書類の読み方 

・財務書類の分析と活用 
2 

職 員 研 修

担 当 職 員

研修 

研修担当者としての役割、

職員研修の意義を学ぶとと

もに、演習を通じてより効

果的な研修の実施につなげ

るための企画力を身につけ

る。 

職員研修に関

する基礎知識

を必要とする

職員 

・地方自治体における職員研修の意義

・研修担当者が持つべき視点 

・研修前に考えること 

・研修企画書づくり 
2 

マ イ ナ ン

バ ー 事 務

取 扱 者 研

修 

マイナンバー制度につい

て、基礎的な知識を習得す

るとともに、実務における

個人情報の管理方法や想定

される問題点等について対

処法を学ぶ。 

マイナンバー

に関する基礎

知識を必要と

する職員 

・マイナンバー制度の概要 

・特定個人情報の保護と管理・運用 

・特定個人情報の安全管理と運用 

・本人確認 

・マイナンバーに関する課題検討 

3 

 ｄ 派遣研修の実績 

区   分 令和元年度 
（参考）過去 5 年 

 26 年度 27 年度 28 年度 29 年度 30 年度 

派 遣 先 山形県  山形県 山形県 山形県 山形県 山形県 

派遣者数（人） 1 1 1 1 2 2 

備   考 人事交流 1 人事交流 人事交流 人事交流
人事交流

研修派遣

人事交流

研修派遣

（１０）職員の福祉及び利益の保護の状況 

 イ 職員の福利厚生事業の概要（令和元年度） 

（イ）保健事業の概要（主なもの） 

事業名 事業の概要 実施主体 

健康診断 ●定期健康診断 

・問診・理学的検査 

・尿検査・血圧測定・血液検査 

・胸部エックス線検査 

町 

共済組合 

●生活習慣病健康診断 

・胃がん検診（30～39 歳の希望者及び 40 歳以上の職員） 

・大腸がん検診（40 歳以上の職員） 

・肺がん検診（喫煙者かつ 40 歳以上の希望者） 

・前立腺がん検診（50 歳以上の男性希望者） 

・婦人科検診（子宮がん検診（20 歳以上の女性職員）） 

・  同  （乳がん検診（30 歳以上の女性職員）） 

・歯科検診 

町 

共済組合 

人間ドック助成 ●40 歳及び 50 歳の希望する職員    最高 7 万円 

●退職予定の希望する職員       最高 5 万円 

※全て 1 泊 2 日 

町 

互助会 

メンタルヘスルケア ●メンタルヘルス相談（保健師によるカウンセリング） 

●健康ホットライン 24 時（電話・インターネット相談） 

●メンタルヘルス研修（管理監督者（課長、課長補佐級）人事・

厚生担当者研修等） 

●メンタルヘルス相談医の設置 

町 

共済組合 

互助会 

健康管理対策 ●スポーツ、メンタルサポート、健康セミナー等 町 
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共済組合 

保養助成 ●直営保養所を利用する場合は、4,000 円 

●契約保養施設を利用する場合は、1,500 円（4 回まで） 

共済組合 

互助会 

 （ロ）給付事業の概要（主なもの）  

事 項 共済組合 互助会 

職員が傷病になったとき １．医療機関に支払うもの 

●法定給付の額 

２．職員に支給するもの 

●高額療養費 

●一部負担金払戻金 

●一部負担金補助金 

職員が出産したとき ●出産費        420,000 円 

職員が死亡したとき ●埋葬料     

公務によらない場合 一律 50,000 円

●附加金         50,000 円 

●遺族厚生年金 

●弔慰金 

     100,000 円

 （ハ）貸付事業の概要（主なもの） 

貸付の種類 最高限度額 貸付利率 実施主体 

住宅貸付 1,800 万円 1.26％ 共済組合 

在宅介護対応住宅貸付 300 万円 1.00％

災害貸付 1,900 万円 0.93％

高額医療貸付 高額療養費に相当する額 無利子

出産貸付 上限 42 万円 無利子

特別貸付 

 医療 100 万円 1.26％

 入学 200 万円 1.26％

 修学 1 年につき 180 万円 1.26％

結婚 200 万円 1.26％

葬祭 200 万円 1.26％

   （注）１ 共済組合とは山形県市町村職員共済組合を、互助会とは山形県市町村職員互助会をいいます。 

      ２ 各部局共通の制度となっています。 

 ロ 公務災害補償の状況 

（イ）公務災害の発生の状況                                （単位：件） 

 平成 30 年度 令和元年度 増  減 

公務災害 2 0 -2 

通勤災害 1 0 -1 

計 3 0 -3 

（ロ）補償と福祉事業の状況                                （単位：円） 

 平成 30 年度 令和元年度 増  減 

補  償 152,842 0 -152,842

福祉事業 0 0 －

計 152,842 0 -152,842

   （注）１ 補償とは、地方公務員災害補償法に基づき被災職員の権利として支給されるもので、療養補償費、

障害補償年金・一時金、遺族補償年金・一時金などがあります。 

      ２ 福祉事業とは、労働災害補償法での「特別支給金」に相当するもので、いわゆる付加給付、アフタ

ーケア、遺族（就学児）に対する奨学援護金などがあります。 

      ３ 常勤職員の災害補償は地方公務員災害補償法により地方公務員災害補償基金が、非常勤職員につい

ては同法に基づく条例の規定により町が行っています。 
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２ 公平委員会事務の委託に係る山形県人事委員会の業務の報告 

（１）勤務条件に関する措置の要求の状況 

  この制度は、地方公務員法第 46 条の規定に基づき、職員から、給与、勤務時間その他の勤務条件に関する措

置の要求があった場合に、これを審査し、判定を行い、その結果、要求が適当なものと判定した場合には、権

限を有する機関に対し、必要な勧告が行うものです。 

   イ 令和元年度処理状況 

平成 30 年度末 

係属件数 

令和元年度中 

要求件数 

令和元年度中処理件数 令和元年度末 

係属件数 却 下 判 定 

0 0 0 0 0

ロ 令和元年度に処理した事案の概要 

処理状況 要求事項 

令和 年 月 日 棄却  0 件

（２）不利益処分に関する不服申立ての状況 

    この制度は、地方公務員法第 49 条の 2 の規定に基づき、職員から、懲戒その他その意に反する不利益な処分に

ついて不服申立てがあった場合に、これを審査し、不服申立てに理由があると認められた場合は、処分の取消

し、修正の裁決を行い、また、必要がある場合には、処分者に対し、職員がその処分によって受けた不当な取

扱いを是正するための指示を行うものです。 

   イ 令和元年度処理状況 

平成 30 年度末

係属件数 

令和元年度中

要求件数 

令和元年度中処理件数 令和元年度末 

係属件数 

却 下 取下げ 判 定  

0 0 0 0 0 0


